
議案第 12号  

 

 

   西脇市産業立地促進措置条例の一部を改正する条例の制  

定について  

 

 

 西脇市産業立地促進措置条例の一部を改正する条例を次のように定

める。  

 

 

 

  令和５年２月 24日  

 

 

                 西脇市長  片  山  象  三  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （理  由）  

 失効期限を延長するとともに、奨励措置の対象となる業種の追加、

奨励措置の見直しを行うため。  



 
 

 
西

脇
市

産
業

立
地

促
進

措
置

条
例

の
一

部
を

改
正

す
る

条
例

 

   
西

脇
市

産
業

立
地

促
進

措
置

条
例

（
平

成
1
7
年

西
脇

市
条

例
第

 
1
2
6
号

）
の

一
部

を
次

の
よ

う
に

改
正

す
る

。
 

  
次

の
表

の
改

正
前

の
欄

に
掲

げ
る

規
定

を
同

表
の

改
正

後
の

欄
に

掲
げ

る
規

定
に

、
下

線
で

示
す

よ
う

に
改

正
す

る
。

 

改
 

 
 

 
 

正
 

 
 

 
 

後
 

改
 

 
 

 
 

正
 

 
 

 
 

前
 

 
（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 
⑴
 
企
業
 
次
に
掲
げ
る
事
業
（
日
本
標
準
産
業
分
類
（
統
計
法
（
平
成
19
年
法
律
第
53
号
）

第
２
条
第
９
項
に
規
定
す
る
統
計
基
準
）
と
し
て
定
め
ら
れ
た
も
の
）
に
供
す
る
施
設
 

 
 
（
以
下
「
企
業
施
設
」
と
い
う
。
）
を
有
す
る
も
の
を
い
う
。
 

ア
・
イ
 
（
略
）
 
 

ウ
 
通
信
業
（
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
に
限
る
。
）
、
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
及
び
コ
ー
ル
セ
ン
タ

ー
業
 

エ
・
オ
 
（
略
）
 
 

 
⑵
 
（
略
）
 

 
⑶
 
本
社
機
能
 
調
査
及
び
企
画
部
門
、
情
報
処
理
部
門
、
研
究
開
発
部
門
、
国
際
事
業
部

門
若
し
く
は
業
務
管
理
部
門
又
は
人
材
育
成
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
担
う
研
修
部
門
を

い
う
。
 

 
⑷
 
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
 
太
陽
光
、
太
陽
熱
、
風
力
、
バ
イ
オ
マ
ス
そ
の
他
の
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
て
電
気
又
は
熱
を
発
生
等
さ
せ
る
設
備
を
い
う
。
 

 
⑸
 
未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
 
廃
熱
そ
の
他
の
未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
を
図
る
た
め

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
供
給
す
る
設
備
（
運
搬
車
両
を
除
く
。
）
を
い
う
。
 

 
⑹
 
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
備
 
ガ
ス
等
を
燃
料
と
し
て
発
電
し
、
同
時
に
発
生
す
る

排
熱
を
回
収
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
供
給
す
る
設
備
を
い
う
。
 

 
⑺
 
中
小
企
業
 
資
本
の
額
若
し
く
は
出
資
の
額
が
３
億
円
以
下
の
法
人
又
は
常
時
雇
用
す

る
従
業
員
の
数
が
 3
00
人
以
下
の
法
人
及
び
個
人
を
い
う
。
 

⑻
 
（
略
）
 

 
（
奨
励
措
置
）
 

第
３
条
 
市
長
は
、
企
業
に
対
し
て
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
奨
励
措
置
 

（
以
下
「
奨
励
措
置
」
と
い
う
。
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

⑴
 
企
業
施
設
新
設
奨
励
金
の
支
給
 
企
業
施
設
の
新
設
に
必
要
な
家
屋
、
償
却
資
産
及
び

こ
れ
ら
の
敷
地
で
あ
る
土
地
（
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当
該
土
地

を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
又
は
構
築
物
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土

地
に
限
る
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
（
操
業
を
開
始
し
た
日
以
後
最
初
の
１
月

１
日
を
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
か
ら
５
年
度
分
）
に
相
当
す
る
額
を
奨
励
金
と
し
て
支
給

  

（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 
⑴
 
企
業
 
次
に
掲
げ
る
事
業
（
日
本
標
準
産
業
分
類
（
統
計
法
（
平
成
19
年
法
律
第
53
号
）

 
 
第
２
条
第
９
項
に
規
定
す
る
統
計
基
準
）
と
し
て
定
め
ら
れ
た
も
の
）
に
供
す
る
施
設
 

（
以
下
「
企
業
施
設
」
と
い
う
。
）
を
有
す
る
も
の
を
い
う
。
 

ア
・
イ
 
（
略
）
 

ウ
 
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
 

 エ
・
オ
 
（
略
）
 
 

⑵
 
（
略
）
 

 
（
新
設
）
 

   
（
新
設
）
 

  
（
新
設
）
 

  
（
新
設
）
 

  
⑶
 
中
小
企
業
 
資
本
の
額
又
は
出
資
の
額
が
３
億
円
以
下
の
法
人
並
び
に
常
時
雇
用
す
る

従
業
員
の
数
が
 3
00
人
以
下
の
法
人
及
び
個
人
を
い
う
。
 

⑷
 
（
略
）
 

（
奨
励
措
置
）
 

第
３
条
 
市
長
は
、
企
業
に
対
し
て
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
奨
励
措
置
 

（
以
下
「
奨
励
措
置
」
と
い
う
。
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
⑴
 
市
税
の
課
税
免
除
 
企
業
施
設
の
設
置
に
必
要
な
家
屋
、
構
築
物
及
び
こ
れ
ら
の
敷
地

で
あ
る
土
地
（
土
地
に
つ
い
て
は
、
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当
該

土
地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
又
は
構
築
物
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当

該
土
地
に
限
る
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
操
業
を
開
始
し
た
日
以
 

 
 
後
最
初
の
１
月
１
日
を
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
か
ら
３
年
度
分
の
課
税
を
免
除
。
た
だ
し
、

 
 
操
業
を
開
始
し
た
日
か
ら
３
年
を
経
過
し
た
日
に
お
い
て
、
常
時
雇
用
す
る
従
業
員
で
、
 

 



    
⑵
 
本
社
機
能
立
地
奨
励
金
の
支
給
 
本
社
機
能
を
有
す
る
企
業
施
設
の
新
設
に
対
し
て
、

前
号
の
奨
励
金
の
合
計
額
が
２
億
円
に
満
た
な
い
場
合
、
そ
の
差
額
の
範
囲
内
で
 3
,0
00

万
円
を
限
度
と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し
た
額
を
奨
励
金
と
し
て
支
給

    
⑶
 
脱
炭
素
化
設
備
設
置
奨
励
金
の
支
給
 
企
業
施
設
に
設
置
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
備
、
未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
又
は
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
備
に
対
し
て
、
設
備

費
の
２
分
の
１
以
内
の
額
（
 1
,0
00
万
円
を
限
度
と
す
る
。
）
を
奨
励
金
と
し
て
支
給
。

た
だ
し
、
国
等
の
補
助
金
等
の
交
付
が
あ
る
場
合
は
、
設
備
費
か
ら
当
該
補
助
金
等
を
差

し
引
く
も
の
と
す
る
。
 

 
⑷
 
土
地
取
得
奨
励
金
の
支
給
 
企
業
施
設
の
設
置
に
必
要
な
土
地
の
取
得
に
対
し
て
、
当

該
土
地
に
係
る
取
得
費
の
 1
00
分
の
15
以
内
の
額
（
 5
,0
00
万
円
を
限
度
と
す
る
。
）
を

奨
励
金
と
し
て
支
給
。
た
だ
し
、
土
地
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
２
年
以
内
に
当

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
家
屋
又
は
構
築
物
の
建
設
の
着
手
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
 

  
⑸
 
（
略
）
 

２
 
前
項
第
１
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
長
は
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
最
初
に
固
定

資
産
税
が
課
さ
れ
る
年
度
か
ら
３
年
度
を
限
度
と
し
て
、
同
号
の
規
定
に
よ
る
企
業
施
設
新

設
奨
励
金
（
構
築
物
以
外
の
償
却
資
産
を
除
く
。
）
の
支
給
に
代
え
て
、
そ
の
額
の
範
囲
内

に
お
い
て
全
部
又
は
一
部
を
課
税
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
（
水
道
料
金
助
成
金
）
 

第
３
条
の
２
 
市
長
は
、
前
条
の
奨
励
措
置
の
ほ
か
、
市
内
に
新
設
し
た
企
業
に
対
し
て
、
操

業
を
開
始
し
た
年
度
か
ら
10
年
度
間
水
道
料
金
助
成
金
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 ２
 
前
項
の
助
成
金
は
、
各
年
度
に
お
い
て
年
間
水
道
使
用
量
が
30
,0
00
立
方
メ
ー
ト
ル
を
超

え
た
水
量
に
係
る
水
道
料
金
（
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
相
当
分
を
含
む
。
）
に
相
当
す
る

額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
各
年
度
に
お
け
る
水
道
料
金
助
成
金
の
額
は
、
 1
,0
00
万
円
を

限
度
と
す
る
。
 

（
企
業
の
指
定
）
 

第
５
条
 
こ
の
条
例
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
企
業
（
認
定
事
業
者
を
除
く
。
）
は
、

次
に
該
当
す
る
も
の
の
う
ち
、
市
長
が
第
11
条
に
規
定
す
る
産
業
立
地
審
議
会
の
意
見
を
聴

い
た
う
え
、
市
長
が
指
定
し
た
企
業
と
す
る
。
 

 
⑴
 
（
略
）
 

 
⑵
 
第
３
条
第
１
項
第
２
号
に
定
め
る
本
社
機
能
立
地
奨
励
金
及
び
第
３
条
の
２
第
１
項
に

定
め
る
水
道
料
金
助
成
金
の
支
給
に
あ
っ
て
は
、
企
業
施
設
の
設
置
に
当
た
り
、
新
た
に

常
時
雇
用
す
る
従
業
員
で
、
市
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の
が
、
操
業
開
始
日
（
操
業
開
始

日
の
翌
年
度
以
後
に
お
け
る
奨
励
金
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
当
初
）
に
５
人
 

（
中
小
企
業
に
あ
っ
て
は
２
人
）
以
上
で
あ
る
こ
と
。
 

 
⑶
 
第
３
条
第
１
項
第
４
号
に
定
め
る
土
地
取
得
奨
励
金
の
支
給
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ

る
全
て
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。
 

 

市
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の
が
50
人
以
上
在
籍
す
る
場
合
は
、
課
税
免
除
の
期
間
を
２
年
 

度
分
延
長
し
、
当
該
各
年
度
分
の
２
分
の
１
の
額
の
課
税
を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
⑵
 
設
備
投
資
奨
励
金
の
支
給
 
企
業
施
設
の
設
置
に
必
要
な
償
却
資
産
（
構
築
物
を
除
 

く
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
（
操
業
を
開
始
し
た
日
以
後
最
初
の
１
月
１
日
を
 

 
 
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
か
ら
３
年
度
分
）
に
相
当
す
る
額
（
前
号
と
の
奨
励
措
置
の
合
計

額
が
２
億
円
に
満
た
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
差
額
の
範
囲
内
で
 5
,0
00
万
円
を
限

度
と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し
た
額
を
当
該
固
定
資
産
税
に
相
当
す
る

額
に
加
算
し
た
額
）
を
奨
励
金
と
し
て
支
給
 

 
（
新
設
）
 

     
⑶
 
土
地
取
得
奨
励
金
の
支
給
 
企
業
施
設
の
設
置
に
必
要
な
土
地
（
本
市
が
所
有
す
る
土

地
は
除
く
。
）
の
取
得
に
対
し
て
、
当
該
土
地
に
係
る
取
得
費
の
 1
00
分
の
15
以
内
の
額

（
 5
,0
00
万
円
を
限
度
と
す
る
。
）
を
奨
励
金
と
し
て
支
給
。
た
だ
し
、
土
地
取
得
の
日

の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
２
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
家
屋
又
は
構
築
物
の
建
設

の
着
手
が
あ
る
場
合
に
限
る
。
 

 
⑷
 
（
略
）
 

２
 
前
項
第
１
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
長
は
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
最
初
に
固
定

資
産
税
が
課
さ
れ
る
年
度
か
ら
３
年
度
を
限
度
と
し
て
、
同
号
の
規
定
に
よ
る
固
定
資
産
税

の
課
税
免
除
に
代
え
て
、
そ
の
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
全
部
又
は
一
部
を
奨
励
金
と
し
て
支

給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
特
別
奨
励
金
の
支
給
）
 

第
３
条
の
２
 
市
長
は
、
前
条
に
規
定
す
る
奨
励
措
置
の
ほ
か
、
上
比
延
工
場
公
園
工
場
用
地

に
新
設
し
た
企
業
に
対
し
て
、
操
業
を
開
始
し
た
年
度
か
ら
10
年
度
間
特
別
奨
励
金
を
支
給

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
前
項
の
特
別
奨
励
金
は
、
各
年
度
に
お
い
て
年
間
水
道
使
用
量
が
30
,0
00
立
方
メ
ー
ト
ル

を
超
え
た
水
量
に
係
る
水
道
料
金
相
当
分
（
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
相
当
分
を
含
む
。
）

の
２
分
の
１
の
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
各
年
度
に
お
け
る
特
別
奨
励
金
の
額
は
、
 3
00

万
円
を
限
度
と
す
る
。
 

（
企
業
の
指
定
）
 

第
５
条
 
こ
の
条
例
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
企
業
（
認
定
事
業
者
を
除
く
。
）
は
、

次
に
該
当
す
る
も
の
の
う
ち
、
市
長
が
第
11
条
に
規
定
す
る
産
業
立
地
審
議
会
の
意
見
を
聴

い
た
う
え
、
市
長
が
指
定
し
た
企
業
と
す
る
。
 

 
⑴
 
（
略
）
 

 
⑵
 
第
３
条
第
１
項
第
２
号
に
定
め
る
設
備
投
資
奨
励
金
及
び
第
３
条
の
２
第
１
項
に
定
め

る
特
別
奨
励
金
の
支
給
に
あ
っ
て
は
、
企
業
施
設
の
設
置
に
当
た
り
、
新
た
に
常
時
雇
用

す
る
従
業
員
で
、
市
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の
が
、
操
業
開
始
日
（
操
業
開
始
日
の
翌
年

度
以
後
に
お
け
る
奨
励
金
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
当
初
）
に
５
人
（
中
小
企
業

に
あ
っ
て
は
２
人
）
以
上
で
あ
る
こ
と
。
 

 
⑶
 
第
３
条
第
１
項
第
３
号
に
定
め
る
土
地
取
得
奨
励
金
の
支
給
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ

る
全
て
の
要
件
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。
 

 



  
 
ア
～
ウ
 
（
略
）
 

 
⑷
 
（
略
）
 

 
附
 
則
 

１
・
２
 
（
略
）
 
 

（
条
例
の
失
効
）
 

３
 
こ
の
条
例
は
、
令
和
10
年
３
月
31
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。
 

（
失
効
に
伴
う
経
過
措
置
）
 

４
 
令
和
10
年
３
月
31
日
以
前
に
お
い
て
、
第
５
条
又
は
第
９
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
さ
れ
た

企
業
及
び
認
定
事
業
者
に
対
す
る
第
３
条
、
第
３
条
の
２
、
第
３
条
の
３
及
び
第
４
条
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
日
後
も
な
お
、
そ
の
効
力
を
有

す
る
。
 

 

 
 
ア
～
ウ
 
（
略
）
 

⑷
 
（
略
）
 

 
附
 
則
 

１
・
２
 
（
略
）
 

（
条
例
の
失
効
）
 

３
 
こ
の
条
例
は
、
令
和
５
年
３
月
31
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。
 

（
失
効
に
伴
う
経
過
措
置
）
 

４
 
令
和
５
年
３
月
31
日
以
前
に
お
い
て
、
第
５
条
又
は
第
９
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
さ
れ
た

企
業
及
び
認
定
事
業
者
に
対
す
る
第
３
条
、
第
３
条
の
２
、
第
３
条
の
３
及
び
第
４
条
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
日
後
も
な
お
、
そ
の
効
力
を
有

す
る
。
 

 

  
 

 
附

 
則

 

 
（

施
行

期
日

）
 

１
 

こ
の

条
例

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
た

だ
し

、
附

則
第

３
項

及
び

第
４

項
の

改
正

規
定

は
、

公
布

の
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

 
（

経
過

措
置

）
 

２
 

こ
の

条
例

に
よ

る
改

正
後

の
西

脇
市

産
業

立
地

促
進

措
置

条
例

の
規

定
は

、
こ

の
条

例
の

施
行

の
日

以
後

に
第

５
条

の
規

定
に

よ
り

指
定

さ

れ
た

企
業

に
つ

い
て

適
用

し
、

同
日

前
に

同
条

又
は

第
９

条
の

規
定

に
よ

り
指

定
さ

れ
た

企
業

及
び

認
定

事
業

者
に

つ
い

て
は

、
な

お
従

前
の

例
に

よ
る

。
 


